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Abstract:
Incidents of abuse and unsuitable care towards persons using care-related welfare facilities occur 
frequently. Those who are abused are elderly people who have mental or physical handicap and are 
unable to take care of themselves and so are placed in weak position.
Why do such acts arise in institutions which protect the dignity and fundamental human rights of 
the elderly, and support the safety and Peace of mind needed for pleasant old age? What is the differ-
ence between these acts of abuse and unsuitable care and the onditions provided for in the prevention 
of  Eiderly Abuse Act.
I would like to verify “the examples of unsuitable care” reported in the media,and to consider 
some problems concerning the cuses and a polcy for improvement.
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１．はじめに
　今日の社会福祉の目標はノーマライゼー
ション社会の実現であり、その基本理念は憲
法に規定する基本的人権の尊重を前提とし
て、福祉サービスを必要とする人々の「個人
の尊厳の尊重」と「自立支援」を図ることに
ある。また福祉サービス提供の基本は提供者
と受給者との「対等の関係」でなければなら
ず、福祉従事者にはこれらの理念のもとに対
象者を支え「自立を支援する」という使命が
存在する。しかし今日、児童・障害者（児）・
老人福祉施設・病院などの入所・通所型施設
において職員による ｢虐待」または虐待と認
められないまでも ｢不適切な処遇・介護」と
認められる事例が報道され利用者処遇・支援
のあり方が大きな問題となっている。１）
　本県においても 2010（平成 22）年 4 月、
老人保健施設や介護療養型医療施設の利用者
に対する職員の一連の虐待・不適切な介護事
例が報道され、行政と施設等の対応が福祉関
係者のみならず多くの県民に注目された。２）
３）
　筆者（山田）は数年前、某児童養護施設の
入所児童に対する虐待・不適切な処遇事例（入
所年長児童による年少児童の暴力とそれを放
置していた職員の不適切な対応事例等）に施
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設運営改善委員として、児童や職員の事情聴
取に関わり、改めて入所施設等の閉鎖性や職
員集団の意識、使命感や倫理観の低下を感じ
させられた。家庭で虐待を受けた児童が、虐
待から解放されて心身ともに健やかに養育さ
れるべき児童養護施設で再び暴力などの虐待
に遭うことは、心身の健全な育成とそれを見
守る養護の使命に著しく反し、彼らのトラウ
マを倍増させることとなる。事例に関与した
職員は関係法律に定められた専門職としての
資格を有し、それなりの経験とキャリアを有
している。
　また、職員による不適切な介護や処遇が指
摘された老人保健・福祉施設、病院などの職
員も介護福祉士や看護師などの有資格者が少
なくなく、それなりの教育・訓練を受けた職
員であった。このような事例の顕在化はサー
ビスを受給する当事者や家族による苦情申し
出など何らかの方法で訴えない限りは明らか
にはならない。もし当事者が児童や認知症な
どで十分な判断能力を持ち得ない場合、また
サービスの受給が「契約で対等の関係」であ
るにしても家族が ｢施設にお世話になってお
り、言いにくい」という受動的な意識が作用
するとすれば顕在化はしない。更に法律上規
定されている「苦情解決制度」によって利用
者又は家族から苦情として申し出があって
も、苦情受付担当者や施設長・管理者などの
解決責任者がそれを ｢苦情・問題」と認識し
なければ顕在化しないことになる。
　利用者の尊厳を著しく侵害する虐待や不適
切な介護・処遇等に関する調査研究は数多く
なされているが、４）５）６）７）８）本稿では「不
適切な介護事例」として報道された某老人保
健施設の事例を通して、なぜそのような事例
が生じたのか、それらの背景は①職員の意識
や倫理感など個人レベルの問題なのか②それ
らを容認させる職場の雰囲気など職場レベル
の問題なのか③給与や処遇など労働環境関係
レベルなのか④理事者や経営者の意識や管理
者のリーダーシップの問題なのか　⑤これら
が複合的に作用しての問題なのか、などにつ
いて分析し、高齢者介護現場における虐待・
不適切介護事例の発生要因とその改善方策に
ついて私見を述べることとしたい。
２．高齢者への虐待防止と不適切な介護につ
いて
（1）高齢者への虐待とは
　高齢者に対する「虐待」の定義は、2006（平
成 18）年 4 月に施行された「高齢者の虐待
防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す
る法律」（以下「虐待防止法」という。）第 2
条で①高齢者の身体に外傷、又は生じる恐れ
がある暴行を加えること（身体的虐待）②高
齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時
間の放置等養護を著しく怠ること（ネグレク
ト）③高齢者に対する著しい暴言又は著しく
拒絶的な対応その他高齢者に著しい心理的外
傷を与える言動を行うこと（心理的虐待）④
高齢者にわいせつ行為をすること又は高齢者
をしてわいせつな行為をさせること（性的虐
待）⑤養護者又は高齢者の親族が当該高齢者
の財産を不当に処分することその他高齢者か
ら不当に財産上の利益を得ること（経済的虐
待）と規定されている。
　また、「高齢者虐待」の行為については「養
護者」によるものと「養介護施設従事者等」
を定め、養護者とは ｢高齢者を現に養護する
ものであって養介護施設従事者等以外のも
の」（高齢者の世話をしている家族、親族、
同居人などが考えられる）が養護する高齢者
に対して行う①～⑤の行為とし、養介護施設
従事者等とは老人福祉法及び介護保険法に規
定する「養介護施設」又は ｢養介護事業」の
業務に従事する職員が、サービスの提供を受
ける高齢者に対して行う①～⑤の行為として
いる。
　本稿では家族などの養護者による虐待につ
いては参考程度に止め、主に「養介護施設職
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員等」による虐待・不適切な対応について論
じることとする。
（2）高齢者への虐待の状況
　平成 22 年 11 月 22 日付厚生労働省老健局
高齢者支援課、認知症・虐待防止対策室発表
の「平成 21 年度　高齢者虐待の防止、高齢
者の養護者に対する支援等に関する法律に基
づく対応状況等に関する調査結果」（以下、
調査結果と略）では養介護施設従事者等によ
る高齢者虐待の状況は次の通りとなってい
る。
①平成 21 年度の相談・通報のあった件数は、
408 件であり、前年度より 43 件（9.5％）減
少した。
②相談。通報者は「当該施設職員」が
30.1％で最も多く、次いで「家族・親族」が
25.7％であった。
③市町村又は都道府県が事実確認調査を行
い、虐待の事実が認められた事例は、76 件
であり、前年度より 6件（8.6％）増加した。
④虐待の事実が認められた事例における施設
種別は、「特別養護老人ホーム（介護老人福
祉施設）」30.3％、「認知症対応型共同生活介
護（グループホーム）」22.4％、「介護老人保
健施設」14.5％の順であった。
⑤虐待の種類・類型では、「身体的虐待」が
最も多く 69.7％、次いで「心理的虐待」が
34.2％、「性的虐待」10.5％であった（重複
あり）。
⑥被虐待高齢者は、女性が 75.4％を占め、
年齢は 80 歳代が 48.6％であった。要介護度
は 3以上が 71.7％を占めた。
⑦虐待者は、40 歳未満が 44.4％、職種は「介
護職員」が 77.8％であった。
⑧虐待事例への市町村等の対応は、施設等へ
の指導、改善計画の提出のほか、法の規定に
基づく改善勧告、改善命令が行われた。
　平成 20 年 10 月 1 日現在、全国の高齢者介
護関連施設は、特別養護老人ホーム 6015 ヶ
所（定員 422,703 人）、老人保健施設 3,500 ヶ
所（定員 319,052 人）、介護療養型医療施設
2,252 ヶ所（定員 99,309 人）その他経費老
人ホームやデイサービスなどの通所関連施設
もある。９）
　特別養護老人ホーム、老人保健施設、介護
療養型医療施設の 3種類の高齢者介護関連施
設 11,767 ヶ所での虐待に関する相談・通報
件数が 408 件で、しかも行政の事実確認の結
果、虐待と認定された件数が 76 件（18.6％）
であり、極めて少ないと感じられる。
　通常、虐待の相談や報告は家族関係者から
苦情という形で施設にあり、それが改善され
ない場合や、説明に納得できないときに行政
（県・市町村）や地域包括支援センターなど
に相談・報告があるのが一般的である。しか
し調査結果では家族・親族からは 25.7％に
過ぎない。この背景には「お世話になってい
るので ･････」「大変な面倒をかけている」「も
し、退所させられたら」などの意識が働き「苦
情を言いたくてもいえない」という措置時代
の雰囲気が存在していることをうかがわせ
る。いかにサービス受給が対等な契約で選択
が可能であっても、施設入所待機者が数多く
存在すること、マスコミによる施設不足の報
道などから「苦情申し出」を躊躇せざるを得
ない状況が浮かび上がる。
　施設は虐待に止まらず、利用者の処遇全般
にわたって苦情対応のため「苦情解決受付担
当者」や「苦情解決責任者」を置かなければ
ならない。しかし、出された苦情が苦情とし
て「認識」されなければ解決は図れない。第
三者委員会や運営適正化委員会、介護保険審
査会などの機関もあるが、一般的には十分周
知がされているとは言えない。施設が自ら行
政に報告・相談することは運営管理の視点か
ら期待できないのが現状である。
　他方、福祉施設などの不祥事は老人施設だ
けではないが「施設職員」からの「内部告発」
という形で表面化することも少なくない。し
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かしその全てが福祉従事者としての倫理観、
責任感から利用者への処遇・支援について上
司や管理者に問題提起・意見具申をしても改
善されない場合「止むに止まれず」マスコミ
や行政に告発するというケースばかりではな
い。むしろ、施設の人事や給与問題、昇進、
不明朗な経理、職場の人間関係などからの通
報・相談も少なくないであろう。相談・通報
者の 30.1％が「当該施設職員」であり、そ
れが「職業倫理」からであるとすれば問題は
ないが、その動機は調査結果では不明であり
検証は難しい。
　大きな問題点として指摘できるのは、⑦の
虐待者である。40 歳代未満の職員が 44.4％
で、直接介護にあたる「介護職員」が
77.8％という数字と職員の資質や倫理観、そ
れを容認してきた職場や管理者の意識であ
る。介護従事者の倫理観や専門性などについ
ては「養成課程と現職教育・訓練」の部分で
詳細に触れるが、虐待防止については早急に
これらの問題点を検証し、対応策を講じなけ
ればならない。
　さらに③の行政の事実確認調査である。⑥
の被虐待高齢者の状況からも推察できるが大
部分女性で 80 歳代以上が 48.6％である。重
度の認知症利用者は判断力が低下し、例え虐
待防止法に規定する虐待を受けたとしてもそ
れを「虐待」と認知することは困難である。
立ち入り調査をしても本人から直接、状況を
聴取することは困難である。身体的虐待は身
体状況などから判断できるが、無視や嫌がら
せ、いたずらなどの行為によって尊厳を冒さ
れる「精神的虐待」の把握は極めて困難と言
わざるを得ない。その結果、連絡・通報のあっ
た 408 件のうち認定件数が 76 件（18.6％）
という低い結果になったと考えられる。
　平成 23 年度に県内施設・病院で生じた「不
適切な介護」の事例（認知症利用者の上半身
裸の姿や首にオムツを巻いていた姿、入れ歯
がずれている様子を携帯電話のカメラで撮影
し、職員間で廻し見した行為など）は、虐待
と認定されずあいまいな表現の「不適切な介
護」として、是正改善勧告がなされることと
なった。具体的に何を、どのような介護処遇
を「不適切な介護」としているのか、その定
義や内容は不十分なままである。（施設内で
の転倒・骨折事故、薬の誤飲、入浴中の火傷
なども、職員が関わったかどうかはいずれに
しても広義に捉えるならば「不適切な介護」
の領域に入ると考えるが、どうであろうか）。
〔参考：高齢者虐待の状況〕
・平成 22 年度に相談・通報のあった件数は、
23,404 件、前年度より 1,712 件（7.9％）
増加。
・調査の結果、虐待を受けた又は受けたと判
断された事例は、15,615 件（66.7％）で、
前年度より 726 件（4.9％）増加。
・相談・通報者は「介護支援専門員等」が
44.2 ％ で、 次 い で「 家 族・ 親 族 」 が
12.4％、「非虐待高齢者本人」が 11.7％。
・市町村の事実確認は「訪問調査」が
61.6％、「関係者からの情報収集」が
33.4％、「立ち入り調査」が 1.0％。
・虐待の種別・類型では、「身体的虐待」
63.5％で最も多く、次いで「心理的虐待」
38.2％、「経済的虐待」26.1％、「介護等放
棄」25.5％（重複あり）。
・被虐待者は、女性 77.3％、年齢は 80 歳代
が 42.2％。要介護認定の状況は認定済み
が 68.6％、要介護認定済みを介護度別に
見ると、要介護 2 が 20.5％、要介護 3 が
19.9％。認知症日常生活自立度Ⅱ以上の者
は、被虐待高齢者全体の 45.7％を占める。
・虐待者との同居の有無では、同居が
86.4％、世帯構成は「未婚の子と同一世帯」
が 37.6％、既婚の子を合わせると 64.1％
が子と同一世帯。続柄では「息子」が
41.0％で最も多く、次いで「夫」17.7％、「娘」
15.2％であった。（厚生労働省『平成 20 年
度介護サービス施設・事業所調査報告』よ
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り抜粋）。
（3）栃木県内の虐待と不適切な介護事例の状
況
　平成 22 年度中、県及び市町において把握
された「養介護施設従事者等による高齢者虐
待は相談・通報受理件数 16 件（前年度 5件）、
虐待を受けたと判断された件数０件（前年度
1 件）被虐待者数 0 人（前年度４人）となっ
ている。10）　
　16 件の相談・通報があって、事実確認調
査の結果は 0件である。これは虐待防止法に
基づく 5分野の虐待種別・類型に該当する事
例がなかったということであり、数字的に見
れば県内高齢者関係施設において虐待などの
ない適切な介護業務が展開されたことにな
る。
　しかし、平成 22 年 4 月 27 日付下野新聞は
某老人保健施設及び病院の介護について「虐
待の疑い強い」として報道、日本高齢者虐待
センター理事長の田中荘司日本大学客員教授
（老人福祉学）のコメントを掲載している。
　事例の概要は、表 1（平成 22 年 5 月 24 日
付読売新聞栃木版掲載）の通りであり、いず
れも携帯電話のカメラを使い① 80 歳代女性
が自分で首に紙おむつを巻いた姿を撮影（20
歳代女性介護福祉士）②衣服を脱ぎながら廊
下にはい出てきた 80 歳男性の姿を撮影（20
歳代女性介護福祉士）③ 80 歳代の女性の顔
に水性ペンで渦巻きを書き、入所者と一緒に
職員それぞれの携帯電話で撮影（20 歳代の
女性介護福祉士 2 名と男性介護福祉士 1 名）
したものであり、某病院では 90 歳代女性患
者の入れ歯が外れている様子を撮影（30 歳
代の女性准看護師）したものである。その理
由は「かわいい」「変な顔だったから」顔に
渦を書いて「入所者を元気付ようと思った」
などである。
　今日、個人情報保護法もあって施設利用者
の写真を広報誌などに掲載し、外部に出すと
きには本人又は家族の了解を得ることとされ
ているし、施設としてもこれらについては十
分対応していたと考えるが、現場職員は果た
してそのような意識を有していたのであろう
か。現場で撮影した写真を廻し見することは、
単に個人情報保護の視点に止まらず、個人の
尊厳を冒す基本的人権の侵害であると考え
る。
　田中荘司氏は「第三者が見て明らかに不快
感を抱く、虐待の疑いは非常に高い」と指摘
している（平成 22 年 4 月 27 日付下野新聞）。
本人は認知症で気づかないとしても、厚生労
働省策定の高齢者虐待防止のマニュアルや栃
木県保健福祉部作成の「高齢者虐待対応マ
ニュアル」では虐待であるかどうかは「自覚
は問わない」として「客観的に高齢者の権利
が侵害されていると確認される場合、虐待の
疑いがあるとして対応するべきだ」と自治体
の迅速な報告を求めている。11）家族や親族
がそれを知ったとしたら単に「かわいい」「元
気をつけようと思った」などの理由は絶対に
理解・納得するとは考えられない。
　読売新聞の県内版の報道（平成 22 年 5 月
24 日付）では「『かわいい』『変な顔』携帯
で高齢者撮影　20 歳代の介護士ら　悪意な
き軽率行為」として事例の概要を伝えている
が、その中で、情報法に詳しい白鴎大学法学
部の石村耕治教授は「携帯電話を使い慣れた
若い人たちは公衆の面前で写真を撮ることに
慣れ、軽い気持ちで撮影している」とコメン
トし、「入所者や患者の人権、職務意識につ
いての指導を徹底しなければ今後も起こりう
る。施設などは職員に対し、職業倫理につい
て教育し、再発防止に努める必要がある」と
指摘している。　
　介護・看護の営みは単に技術的なものに止
まらず「人間を相手にする営みであり、その
対応は相手の尊厳や人権、命や生き方に関わ
る」ものであると考える。施設内で常に対象
者と接し、親近感が存在したとはいえ、これ
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ら一連の行為を「悪意なき軽率な行為」と容
認できるものではない。
　一連の行為者は介護福祉士・准看護師の資
格を有している。資格取得のルートは把握し
ていないが、それなりの教育や研修を経てき
たわけであり、本人の性格や資質などによる
ものであっても、その養成課程やカリキュラ
ム、現職教育・現任訓練の状況、そしてこれ
らの行為を見過ごし、あるいは容認していた
職場の組織的な対応の現状についても検証す
る必要があると考える。以下、施設における
虐待・不適切な介護と介護従事者の倫理教育
などについて、養成課程を含めて検証するこ
ととしたい。
３．介護現場の状況と虐待・不適切な介護の
発生要因
（1）介護現場（特別養護老人ホーム・老人保
健施設など）の状況
　虐待や不適切な介護事例の発生要因は、大
別すると①介護現場における「人材不足」と
それをもたらす給与や勤務体制などの労働環
境問題　②介護従事者個人にも関わるが「質」
の問題と養成課程の内容、養成ルートの多様
性の問題　③倫理教育・人間理解のための教
育・訓練の問題　④職場・組織の問題に分け
られると考える。
　第一に、介護現場における人材不足とそれ
をもたらす給与や勤務体制などの労働環境の
問題についてである。訪問介護員と介護職員
を合わせた離職率は 18.7％で全労働者離職
率 14.6％に比較して極めて高い。 12）　
　その要因は定かではないが「多忙と精神的
な疲労」、それに見合う「給与や勤務条件」
などの労働環境にあると考える。施設利用者
の処遇については社会福祉法の施行やノーマ
ライゼーション思想を具体化するためのユ
ニットケアの導入、集団処遇から個別的ケア
へと多様な介護が求められている。これらは
利用者の尊厳や人権を守るために必要不可欠
な対応である。しかし、それに見合う人員配
置や給与などの条件は余り改善されていな
い。平成 21 年度から「介護職員処遇改善交
付金」措置で介護職員に対し、月額 15,000
円の手当てがなされたが（平成 23 年度末で
終了見込み）、施設によっては他の職種との
表１　携帯電話を使った不適切な行為の状況
　（平成 22 年 5 月 24 日付読売新聞掲載記事から一部抜粋）
認知症対応型共同生活介護 介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設
総数（人） 115430 261179 183152 73457
看護師・准看護士 4309 21819 35001 26249
介護職員 101173 172339 98446 30494
介護福祉士（再掲） 25219 81183 51232 8125
介護職員中の介護福祉士（％） 24.9 48.1 52 26.6
施設名 事案概要 対象の職員 職員の弁明
80歳代女性が自分で首に
紙おむつを巻いていた姿
を携帯電話で撮影
かわいかったから撮
影した
　
U施設
衣服を脱ぎながら廊下に
はい出してきた80歳代男
性の姿を携帯電話で撮影
何度も出てくるので
イライラして撮影
80歳代女性の顔に水性ペ
ンで渦巻きを書き、入所
者と一緒に職員それぞれ
の携帯電話で撮影
いずれも20歳
代の女性介護
福祉士2人と男
性介護福祉士1
人
入所者を元気付けよ
うとして撮影
90歳代の女性患者の入れ
歯がずれている様子を携
帯電話で撮影
30歳代の女性
准看護師
変な顔をしていたの
で撮影した　
M病院
20歳代の女性
介護福祉士
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関係もあって全額介護職員に支給されるわけ
ではなく、平均すれば約 7,000 円程度の改善
である。多忙で職員の感覚も麻痺し、十分な
調整手当も支給されず、昇給などが介護保険
報酬基準の枠内でしか図れないとすれば、離
職率が上がることや介護現場のモチベーショ
ンの低下は容易に推測できる。
　新聞記事によると「トイレに行ってすぐト
イレ。その直後にまたトイレ、正直言ってイ
ライラすることがある」分刻みで組まれるス
ケジュール。一人の高齢者にかかりっきりに
なると、いらだちが募る場合があるという。
また、利用者のへの不適切な一連の行為に「共
感はできないが想像はできる。施設の中に
ずっといると、外部との接触もなく感覚が鈍
麻する」「虐待や不適切な介護などの超えて
はいけない一線を越えても、おそらく自分で
は気づけないのではないか、周囲の目と誰も
がそうなる可能性を自覚しないと危ない」。
これはある施設に勤務する職員の自戒を込め
た発言である。13）介護職員の置かれている
状況を的確についている。
　また、パート、嘱託職員などの増加も見逃
せない。介護報酬基準もあって退職者の補充
はパート採用の傾向が強くならざるを得な
い。主に「訪問介護員 2級有資格者」を採用
し、十分な事前研修がなされないまま即、介
護業務従事という傾向にある。正規職員との
給与・手当ての格差や職務権限などは職場の
チームワークに大きな影響を与えることにな
る。これらが職種間の連携や情報伝達不足な
どを生じさせ、虐待や不適切な介護を見逃す
職場形成につながると考えられる。
　給与・手当てなどについては、処遇改善交
付金措置もあって少しずつ改善されてきてお
り、現在短大への求人票による正規職員初任
給の平均月額は 15 ～ 16 万円程度、他に介護
福祉士などへの資格手当てが 1万円、夜勤手
当 1回 5千円程度となっており、不況下で他
の職種と大きな差はないと考えられる。
　しかし、経営者サイドに立てば、パート職
員の賃金や手当てを若干改善しても正規職員
を増員するより、パート職員の採用は人件費
の抑制につながる。責任ある職務を担う常勤
専門職の人手不足が「多忙と職員の鈍麻」に
つながるとすれば、パート職員の増加は問題
があると考える（介護・看護職員の配置基準
は現在、パート、非常勤職員の勤務時間で常
勤換算する方式がとられている）。
　また、特別養護老人ホーム入所者の要介護
度は次第に高くなってきており、筆者の関係
する施設では平均要介護度は 4以上になって
きている。胃ろうや経管栄養、多様な行動を
呈する認知症も増加の傾向にある。入所者 3
人に 1人という職員配置の最低基準の見直し
と介護報酬のアップを図る必要がある。
（2）介護従事者の「質」の問題と養成課程、
養成ルートの問題
　介護従事者の「質」の向上が問われて久し
い。介護業務の特性とそれに対応する専門性
（知識・技術）を有する専門職員確保の視点
から、「社会福祉士及び介護福祉士法」が
1987（昭和 62）年制定された。しかし、介
護福祉士は「名称独占」の資格であり、今日
の介護現場は介護福祉士、訪問介護員（ホー
ムヘルパー）、無資格者が混在しているのが
現状であろう。
　特別養護老人ホームや老人保健施設、グ
ループホームなどで介護福祉士、訪問介護員
などの有資格者の確保が困難な場合、普通高
校卒の若い職員を採用しているところも少な
くない。無資格者に対しては、日常業務を経
験させることによって職務に必要な介護能力
を修得させる必要があるが、現実的には人手
不足の中で新人教育・訓練に当たる指導職員
が確保できるかである。また、指導職員層が
単に介護に関する知識や技術だけではなく、
人権の尊重や人間の理解、職業倫理などにつ
いて十分な教育・訓練ができるか否かである。
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しかし現実的には各職場の主任やリーダーが
その任を担っているが、スーパーバイザーと
しての十分な教育・訓練を受けていないのが
現状であろう。
　不適切な介護事例の行為者は介護福祉士資
格を有する職員であり「個人の質」が問われ
るが、無資格者を含めた多様な「介護職」が
混在するのが施設等の介護現場である。厚生
労働省の平成 20 年度介護サービス事業所調
査によれば（平成 20 年 10 月 1 日現在）の介
護サービス事業所の常勤換算介護職のうち、
特別養護老人ホームの介護職員中介護福祉士
は 47.1％、老人保健施設では 52.0％、認知
症対応型共同生活介護では 24.9％となって
いる（表 2）。したがってこれらの施設の介
護職中、約 58.7％がヘルパー又は無資格者
である可能性が高いということになる。
　現在、介護職の資格（介護福祉士・訪問介
護員）取得は次の通りとなっている。
〔介護福祉士〕
①介護福祉士養成の卒業した者（2 年以上・
1,800 時間の学習）
②ヘルパー等 3年間の介護実務経験後、国家
試験を受験し合格した者
③厚生労働大臣の指定する科目を履修する福
祉系高校を卒業し、国家試験受験に合格し
た者
　※これらの資格取得については、養成施設
卒業者への国家試験の導入などが予定さ
れていたが、平成 23 年度の「社会福祉
士及び介護福祉士法」の一部改正により、
実施延期の措置がとられた。
　大学・短期大学・専門学校などの介護福祉
士養成コースは、履修科目、履修時間（実習
を含む）は国が定め、具体的な履修内容、カ
リキュラムについても「社会福祉士養成施設
及び介護福祉士養成施設の設置及び運営に関
する指針」に示され教員の資格要件も規定さ
れている。介護職としての責務や人権の尊重、
倫理などについては「人間の尊厳と理解」「介
護の基本」などでの科目（必修）で学ぶこと
になっている。「介護の基本」のなかでは日
本介護福祉士会の活動を紹介し、職能団体と
しての倫理要綱（1995 年）にも触れる。ま
た「ノーマライゼーション」「人権擁護」「自
己決定」「秘密保持」「利用者の代弁」なども
「介護の基本」に含まれる。さらに新カリキュ
ラムでは、「資格取得時の到達目標」と「求
められる介護福祉士像」が示された。「求め
られる介護福祉士像」は 12 項目示され、そ
の一番目に「尊厳を支えるケアの実践」を挙
げている。新カリキュラムでは、各科目で教
えなければならない講義内容も示されてお
り、科目間で重複する部分もあり科目間調整
が必要と思われる。福祉系高校でも、大学・
短期大学・専門学校などと同等のカリキュラ
ム内容・時間となった。
〔訪問介護員～ホームヘルパー～〕
　高齢者や障害者の居宅支援の役割を担う訪
問介護員（ホームヘルパー）は、これまで身
表２　職種別常勤換算従事者
（平成 20 年度介護サービス事業所調査：厚生労働省）
認知症対応型共同生活介護 介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設
総数（人） 115430 261179 183152 73457
看護師・准看護士 4309 21819 35001 26249
介護職員 101173 172339 98446 30494
介護福祉士（再掲） 25219 81183 51232 8125
介護職員中の介護福祉士（％） 24.9 47.1 52.0 26.6
施設名 事案概要 対象の職員 職員の弁明
80歳代女性が自分で首に
紙おむつを巻いていた姿
を携帯電話で撮影
かわいかったから撮
影した
　
U施設
衣服を脱ぎながら廊下に
はい出してきた80歳代男
性の姿を携帯電話で撮影
何度も出てくるので
イライラして撮影
80歳代女性の顔に水性ペ
ンで渦巻きを書き、入所
者と一緒に職員それぞれ
の携帯電話で撮影
いずれも20歳
代の女性介護
福祉士2人と男
性介護福祉士1
人
入所者を元気付けよ
うとして撮影
90歳代の女性患者の入れ
歯がずれている様子を携
帯電話で撮影
30歳代の女性
准看護師
変な顔をしていたの
で撮影した　
M病院
20歳代の女性
介護福祉士
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体介護や家事援助を行う 2級と家事援助のみ
に従事する 3 級ヘルパーに分けられていた。
しかし、2007（平成 19）年から新たに無資
格者を対象とした「介護職員基礎研修」ルー
トが設けられ、研修後、実務経験 3年で国家
試験受験資格を得ることができるようになっ
た。このルートでは、研修時間 500 時間中、
30 時間を「介護職員の倫理と職務」の講義
時間に充てることとされた。
　問題は圧倒的に多い 2級ヘルパーの養成で
ある。基礎研修は講義・演習・実習を含めて
500 時間と長期にわたることから、現在は公
共職業安定所が離職者支援対策として、財団
法人介護労働安定センター各県支所が、開講
している状況であり（栃木県の場合、一コー
ス 40 名程度、年二コース開講）受講者が限
定されている。
　これに対し、2 級ヘルパーは研修時間 130
時間受講すれば資格取得が可能であり、費用
も約 7万円程度と低額であるため、各養成施
設（専門学校など）・特別養護老人ホーム・
福祉団体（母子福祉団体など）・福祉関連Ｎ
ＰＯなどが随時開講、養成している。
　2 級養成課程における介護職の責務や倫理
などに関する履修科目・時間は「福祉理念と
ケアサービスの意義」（3 時間）「サービス提
供の基本視点」（3 時間）「ホームヘルパーの
職業倫理」（2 時間）、関連科目として「介護
概論」（3時間）程度である。
　前述のとおり、介護関連施設の介護業務に
従事している職員の約 41.3％が介護福祉士
であるが、それ以外の大部分がホームヘル
パーとすれば、介護福祉士養成に比較して極
めて短い 130 時間の養成時間数の中で介護の
責務・倫理に関する講義時間数は十分ではな
い。このような養成条件の中で、より良い処
遇の追及と虐待や不適切な介護防止などの知
識の習得や問題意識が十分に醸成できるかど
うか疑問を持たざるを得ない。（もちろん多
くの職員は 2級ヘルパー資格を取得し、特別
養護老人ホームなどの介護関連施設に勤務
し、またホームヘルプ業務を続けながら学習
し介護福祉士を目指す、あるいは取得した職
員も多く、これら職員の全てを指すものでは
なく、筆者の危惧であればよいことを付記し
ておきたい）。
（3）倫理に関する教育、人間理解のための教
育について
　介護業務は「介護を受ける高齢者」と「介
護を提供する職員」との関係が基本になる。
この両者の関係は日常生活レベルで「介護を
してもらう」と「介護をしてやっている」と
いう上下関係の意識が生じやすい。しかし、
これらの関係・意識がすべて悪いわけでは
ない。介護者に感謝の念を持つことは普通で
あり、その感謝の念に応えて誠意を持って介
護することも普通である。問題は職員の「し
てやっている」という意識である。
　特に認知症高齢者の場合、判断力や認識力
の低下により感情の喪失や高ぶり、異食、排
泄、移動など介護の困難な面が多く生じ、介
護者の処遇・支援通りにはいかないことが多
い。意思の確認さえ困難なケースも少なくな
い。これらの状況から「虐待・不適切な介護」
がなされても、介護する側の「虐待や不適切
な介護をしている」という認識が薄れ、それ
らの行為が現場に容認されてしまう可能性や
危険性を有している。
　問題は介護職員の「虐待そのものに対する
認識不足」であると考える。多様な養成ルー
トと履修（研修）期間や科目が大きく異なる
養成課程の中で、職員の多くは虐待に関する
十分な教育・訓練を受けないまま介護業務に
従事し「どのような行為が虐待に相当するの
かはっきりと分からない」のが現実でないか
と考える。
　高齢者虐待防止法制定以前は「身体拘束」
がそれにつながるものとして大きな問題にな
り「身体拘束防止マニュアル」等が策定され、
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防止のための各種研修がなされてきた。
　2006（平成 18）年高齢者虐待防止法が制
定され、具体的な「虐待行為」が明示された。
栃木県も平成 22 年 8 月『栃木県高齢者虐待
対応マニュアル』を策定し、関係者に対して
研修を実施するなど周知に努めてきた。14）
　しかし、前述の携帯電話カメラによる撮影
行為は「人間としての尊厳」を冒す行為であ
ろうし、その他、施設の日常生活の中で「自
立や自己決定が尊重されない」事例、排泄介
助における「言葉」や「羞恥心を感じさせる」
対応などは虐待防止法に規定されている行為
に明確に該当させることは困難であろう。特
に、判断能力の低下している認知症高齢者に
対する倫理的に問題のある対応などはその典
型的な事例である。ひるがえって考えれば、
法に規定される行為以外は虐待に当たらない
という意識を介護現場に生み出すことにつな
がるとも考えられる。
　「倫理」とは国語辞典によれば「人として
守り行うべき道。善悪・正邪の判断において
普遍的な基準となるもの。道徳、モラル」と
あり、道徳も「人のふみ行うべき道。ある社
会で、人々がそれによって善悪・正邪を判断
し、正しく行為するための規範の総体」とい
う抽象的で同義的な説明が一般的である。そ
してその規範は、法的な規範のように強制力
はなく、あくまでも良心の判断基準という特
性を有している。一般的には、道徳が個人や
家族などの小集団に用いられ、介護や看護な
らびに医療の倫理という使用例からすれば、
倫理は個々人の関係から社会に至る、より広
い領域に多く使用されている。
　このような倫理・倫理的な考え方を介護現
場に照らし合わせてみると、第一に「倫理的
な問題がどのような処遇の中で発生したの
か」、第二に「その問題を職員個人の価値観
と相互作用が働く職場でどう認識されたの
か」、第三に「そこに表れた職員の価値観の
対立とはどのようなものか」第四に「対立の
要因は何か」、そのような中から、第五に「介
護者の守るべき行為とはどのようなものか」、
第六に「その価値についてなすべき行為とは
どんなものか」を、さまざまな処遇事例から
考え、分析すれば、介護の倫理的行為とは何
かが捉えられると考える。
　具体的には、利用者の権利擁護、意思決定
の支援、心身の日常的ケアなどの価値が一般
的に「善」と認識・理解されれば、虐待や不
適切な介護が「善」の対局として「悪」と判
断され許されない行為と見做されると思う。
　このように、介護業務を倫理的に考えれば、
虐待行為（法に定める行為以外のいわゆる不
適切な介護を含むものと考える）は、「倫理
的に問題のある行為」であり、虐待防止の前
提として「何が、どのようなことが倫理的に
問題なのか」ということが介護職だけではな
く、介護関連施設・事業の現場に十分認識さ
れなければならない。倉橋しのぶは、「介護
専門職が『虐待』行為を『虐待』と認識でき
ない、『虐待』とある程度認識しつつ、その
行為を行ってしまうことがあり得るとすれ
ば、それは『介護』に携わる専門職意識、あ
るいは、専門職としての倫理観の欠如、また、
倫理的問題に対する感性の低下といえる」と
指摘している。15）
　（2）の、介護従事者の「質」の問題と養成
課程、養成ルートで述べたように、多様な養
成ルートやキャリアが異なる介護職のみなら
ず、介護関連事業関係者に対する「倫理」「人
間理解」「人間の尊厳」などについて理解を
深めるための措置とこれらの内容に関する研
修の充実・強化が是非とも必要である。
（4）介護職場・組織の問題について
　特別養護老人ホーム・老人保健施設などの
施設・設備・職種別人員配置などについては
利用者（入所・通所）定員（50 ～ 100 名以
上など）、規模などによって異なる。一般的
には理事長などのトップを除いては管理部門
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（総務・経理・給食など）と介護部門（相談・
介護・看護・リハビリなど）に分けられる。
　多様な職種・キャリア（経験年数・資格種
類及び取得プロセスなど）・年齢・性別など
が混在しているのが介護職場の特徴であり、
一般的には各部門のリーダー（中間管理職）
が中心となって日常業務が遂行されることと
なる。規模や組織運営の相違はあるが、組織
運営と職員の意識・行動は極めて密接な関係
があると考えられる。
　組織は、そこに働く職員の行動によって支
えられるが、その行動を決定付けるのは個々
の職員の選択判断と意欲であろう。したがっ
て、組織を構成する職員の意識が組織や職場
のあり方とその対応に大きな影響を与えるこ
とになる。
　職員個人の「働く」という価値観は社会福
祉の現場でも多様化しつつある。対人サービ
スの営みは「対象者（利用者）の命や生き方
を左右する）もの」と考えるが、全ての職員
がこのような明確な意識や人権感覚をもっ
て、福祉の現場に就職するとは限らない。ま
た有資格者であっても、自己の専門知識や技
術が本当に生かせることができるか否か不安
を持っている。これらの職員の意識・行動に
変化をもたらすのは、職場・組織での現任研
修・訓練であると考える。
　高齢化・重度化さらに多様な疾病と問題行
動を呈しがちな認知症などの利用者の介護・
支援は「現場から学ぶ」ことから始まらなけ
ればならない。各職場・セクションではそれ
ぞれの年間訓練・研修計画を立てているが、
変則勤務体制やスーパーバイザーの養成・配
置不足もあって、全体的には十分と言い難い
現状にある。また、その内容も感染症や食中
毒予防、転倒防止、入浴介助など介護技術に
偏っている傾向にある。16）虐待防止や不適
切な介護につながる人権尊重や倫理に関する
研修は少ないと考えられる。
　社会福祉士・介護福祉士養成施設が施設等
に委託して実施する「施設実習」には実習先
に「実習指導者」の配置が義務付けられ、実
習指導者になるのには、それぞれの要件があ
る。それぞれ実務経験 3年以上の者が研修受
講資格を有し、社会福祉士 14 時間、介護福
祉士は 25 時間（施設実習Ⅱの場合）の研修
を受講しなければならない。
　職場内研修は外部講師の招聘があるもの
の、大部分が中間管理者のリーダー層による
ものであろう。一般的にこれまでの福祉施設
中間管理職などへの昇任は、「年功序列型」
が基本であった。中途退職者が多い施設では
その層が薄く、十分なキャリアを積んだ職員
が指導・訓練に当たることができない。それ
ばかりでなく日常業務に関する指導助言、監
督も困難となっている現状にある。
　また、特に問題として指摘できるのは「仲
間意識」の存在である。同一の目標に向かう
「ワレワレ意識」は組織として重要であるが、
時としてマイナス要素となることも否定でき
ない。職場の人間関係をできるだけ悪化させ
ない意識が働き、表面的には妥協や無関心を
装うことも少なくない。
　日常の介護業務の中で、虐待行為や不適切
な介護・支援と感じてもそれを「容認」して
しまう「風土」が生まれやすいのも事実であ
ろう。このような職場はまた、職種間の連携
（報告・連絡・相談）が不十分になりやすい。
セクト主義は官僚機構だけではなく福祉施設
にも存在するのである。
　更に、施設長・管理責任者の組織運営マネー
ジメントの問題も存在する。財務管理や法人・
施設の運営には責任を持つが、介護・支援は
「現場任せ」というところも少なくない。職
員個人の「質」、教育訓練、職場の持つ特徴
と風土、管理責任者の対応などの要素が複雑
に作用し合って虐待や不適切な介護問題が生
じるものと考えられる。
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４．虐待・不適切な介護を防止するために
（1）某老人保健施設の運営・処遇改善の取り
組み
　携帯電話のカメラで利用者を撮影した某老
人保健施設の事例はマスコミに大きく報道さ
れ、さらに報道に対する県民各層の批判が各
新聞の「読者登壇・意見欄」に掲載された。
行政も防止に関する通知や高齢者虐待を重点
に約 100 ヶ所の施設の検査指導を強化する旨
の対応を講じた。17）
　施設側も行政の指導に基づき、弁護士や学
識経験者、地域自治会長などの外部者による
「介護業務適正化委員会」を設置し、問題発
生の背景・要因などの調査分析に着手した。
また入所施設・グループホーム、在宅関連事
業責任者による「介護業務適正化部会」を設
置し、職員集団自らがこれまでの介護業務な
どの検証を行った。筆者（山田）も「介護業
務適正化委員会」の一員としてこれらの業務
に僅かであるが関わった。
　一連の調査・検証の中で指摘された事項は
①職員の「質」の向上に関わる職場研修・現
任訓練の不十分さ②コンプライアンス（法令
順守）に関わる職員集団の意識の欠如③組織・
職種間の連携（報告・連絡・相談）の不備④
中間管理職層のスーパーバイズ能力不足など
によるリーダーシップの問題⑤指示・指導
ルートなど組織の命令系統の不備⑥職員個人
のストレスや業務上の悩みなどへの対応不足
⑦理事長などトップ・管理者の意思の伝達不
足⑧職員に対する各種情報の提供・伝達の不
十分さ⑨施設の閉鎖性と地域社会との連携不
足⑩人事の停滞　などである。
　筆者は介護業務適正化委員会の一員として
これらの事項の是正改善の取り組みに関わっ
たが、これらの問題を一挙に改善することは
困難である。当面、是正改善の最初の取り組
みとして、今回の「不適切な介護事例」を前
提として、これらに対して職員が「どのよう
な意識を持ち、どのように対応すべきか」を
中心に、老人保健施設全職員を対象に「職員
の意識・業務の満足度に関するアンケート調
査」18）を実施した。
　調査結果の詳細は省略するが、全体的には
どの職員も危機感をもち「何とかしなければ」
「これまでの業務の見直し・反省」「自分に不
足する知識や技術習得の必要性」「他職場（種）
との連携・情報共有化の必要性」、さらに「上
司や同僚とのコミュニケーションの必要性」
などについて回答している。しかし、具体的
には「今日から自分自身がどう対応すべきか」
と、戸惑っている状況が推測できた。不適切
な介護事例の発生から約二年近く経過し、研
修の継続的実施や組織の改編、人事異動など
により個々の職員の意識や行動の変化はある
が、現在、これらに対して組織的にどう対応
すべきか、職員の質の向上と職場の活性化を
どう図るかなどの取り組みが始まりつつあ
る。
（2）具体的な取り組み・対応について
　職員アンケート調査結果を要約すると、全
てを網羅しているわけではないが次のように
整理することができよう。
　職員アンケート調査結果をもとに、介護業
務適正化委員会、サービス運営会議、研修委
員会などでの議論の結果、次のような改善計
画を策定し、随時実施することとされた。
①職員の専門的知識・技術の向上のための職
階別現任研修の実施
　～キャリアパスの導入検討、新規採用・3
年未満職員研修、職場研修計画の策定と実
施～
②職場の活性化への対応
　～中間管理職のスーパーバイズ能力アップ
研修、各種委員会組織の検討と統合化～
③事務・事業の改善
　～各種委員会組織活動の検証と再編、事務
事業の見直し、業務点検表の策定など～
④人事管理制度の検討
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　～能力評価制度、人事異動、昇任・昇格制
度の検討、組織のあり方の検討など～
⑤情報の提供と伝達方法の検討
　～所内報の定期的発行（月 2回程度）と朝
礼、その他会議の活用、会議記録などの配
布等～
　また、法人が運営している介護保険関連事
業（併設されている医療機関の入院・外来患
者を含む）の利用者に対して「医療保健・福
祉・介護サービスに関する利用者アンケート
調査」を実施し、提供しているサービスにつ
いての評価を受けることとした。
　①から⑤の背景に存在する問題・課題など
は某老人保健施設だけではなく、多くの関連
施設などに共通するものであろう。これらを
一つ一つ丁寧に、職員参加の下に是正改善す
る取り組みが「虐待や不適切な介護」を防止
し、利用者本位の処遇とそこに働く職員のモ
チベーションの向上と職場の活性化に通じる
ものと考える。
５．終わりに
　新聞報道の「不適切な介護事例」から介護
保険事業施設（特別養護老人ホーム・老人保
健施設）を中心に、事例の発生要因と背景、
是正改善方策などについて私見を述べた。現
在、筆者は「不適切な介護」事例から反省・
検証・学びつつある某施設の運営改善に一部
関わっているが、少しずつ改善方向に向かっ
ていると感じられる。
　本格的な高齢社会を迎え、家族の介護機能
が低下しつつある今日、介護関連施設への期
待・需要は今後も増加し、多くの施設整備が
図られるであろう。
　介護保険制度の改正で新たな「地域包括ケ
アシステム」が提起され、居宅サービスの充
実が要請されているが、それらの中で施設機
能の果たす役割は極めて大きいものがある。
福祉施設は経営主体や入所・通所サービスを
問わず地域社会に「なくてはならない公共的
な社会資源」である。そして、その機能は「利
用者・家族・地域・職員を支える」ものでな
ければならない。それは介護現場に働く「職
〔職員アンケート調査による職場の課題〕
（某老人保健施設・介護業務適正化委員会資料）
介護職員自身が
専門知識・技術の
不足を認識している
「ミスがないか」
確認が徹底されない
目標達成の
評価ができない
ストレスを感じる
情報の共有
報告・連絡・相談の徹底
指示命令系統・責任体制の徹底確認
職員格差　人間関係
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員集団」に深くかかっているといっても過言
ではない。
　「施設処遇を左右するのは職員である」こ
とを再度認識し、学生の教育や関係職員の現
任研修に当たっていきたいと考えている。
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